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本レポートに記載している当社グループの計画、戦略、業績
予想など、将来見通しに関する内容は、現時点で入手可能な
情報に基づいたものであり、潜在的なリスクや不確実性が
含まれています。そのため、経済情勢の変化、市場の動向、
関連法規の改正など、さまざまな要因の変化により、実際の
業績・事業環境などが、本レポートの記述とは異なる可能性
があることをご承知おきください。
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本レポートでは、ステークホルダーのみなさまに当社
グループの事業活動の全体像をご理解いただけるよう、
CSR活動と財務に関する情報を総合的に報告しています。
CSR活動については、6つのCSR行動原則に基づいた取組
みを、それぞれの章を設けて分かりやすく紹介しています。
本レポートに掲載している内容に関連する情報がWeb
にある場合は　　  を記載しています。

編集方針

参考にしたガイドラインなど
GRI ／GRIスタンダード2016、GRIガイドライン第4版
（業種別開示項目）
環境省／環境報告ガイドライン（2018年版）
ISO26000
IIRC ／国際統合報告フレームワーク
経済産業省／価値協創のための統合的
開示・対話ガイダンス
経済産業省／SDGs経営ガイド

報告範囲
対象期間：2018年4月1日～ 2019年3月31日
（上記期間以外の重要な情報についても一部報告しています）

対象範囲：関西電力株式会社および関西電力グループ
会社。「当社」は関西電力単体を指し、グループ会社の事
項は社名を明記しています。
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社外からの評価
当社グループは、CSRやESGに配慮した経営に加え、情
報開示等の社会の要請に対して適切に対応してきたこ
とをグローバルに評価され、2019年7月時点で、以下の
構成銘柄に選定されています。



関西電力グループの確固たる価値観

“まごころと熱意を込めたサービスで、
お客さまや社会の『力』になりたい”

関西電力グループビジョン

【ありたい姿】
お客さまの立場に立った安心、快適、便利なサービスを
幅広くお届けし、くらしとビジネスのべストパートナーと
して信頼され、選ばれることで、国内外において成長を
続けながら、エネルギー分野における日本のリーディング
カンパニーとしての役割を果たしていきます。

【取組方針】
「私たちの基本姿勢」に基づき、以下のとおり取り組む。

●お客さまの立場に立ったサービスをお届けする
●ベストパートナーとして選ばれ、成長を続ける
●日本のリーディングカンパニーとしての役割を果たす

関西電力グループは、人を大切にするという考えのもと、
公正な事業活動を通じて、社会の持続的な発展に貢献
します。
私たち一人ひとりは、これまで培ってきた「使命感」や
「チャレンジ精神」を発揮し、良き社会人として自らの業務
に最善を尽くすとともに、次の基本的責務を果たします。

私たちの基本姿勢

【基本的責務】

● 安全の確保を最優先にします
● CSRを確実に実践します
● 変わらぬ使命のために、変わり続けます

私たち関西電力グループは、安全最優先と社会的責任の全うを経営の基軸に位置づけ、「お客さまと社会のお役に立ち
続ける」ことを使命に、明るく豊かな未来を実現し、ともに歩んでいきます。

経営理念
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みなさまには、常日ごろ、格別のご高配を賜り、厚く御礼を

申し上げます。

2018年度の当社グループは、主たる事業の総合エネル

ギー事業におきまして、競争が激しさを増すなか、2017

年度に続き、電気料金の値下げを実施したことなどにより、

販売電力量が8年ぶりに増加に転じ、「関電ガス」の申込

件数も100万件の大台を突破することができました。

　また、国際、情報通信、不動産の各事業分野でも積極的

な取組みを進めた結果、中期経営計画（2016-2018）に

掲げてきた財務目標を概ね達成することができました。

　これもひとえにみなさまのご支援の賜物であり、重ねて

御礼を申し上げます。

先般、当社グループは、新たな中期経営計画（2019-2021）

を策定しました。この計画の遂行にあたり、引き続き、「安全

最優先」と「社会的責任の全う」を基軸とし、電力の安全・安定

供給の責務をしっかりと果たしてまいる所存です。特に、

2018年度は、甚大な自然災害が相次ぎ、多くのみなさまに

ご不便、ご迷惑をおかけしたことを真摯に受け止め、これまで

検討を重ねてきたさまざまな対策を実行に移すことで、盤石

な電力の安全・安定供給基盤の確立に努めてまいります。

　また、電気・ガスに加え、グループ商品・サービスを拡充

し、「安心・快適・便利」なエネルギーサービスを幅広く

お届けすることで、お客さまから信頼され、お選びいただ

いて、熾烈な競争を勝ち抜いてまいりたいと考えています。

　さらに、将来を見据えると、世界のエネルギー市場は

「脱炭素化（Decarbonization）」「分散化（Decentralization）」

「デジタル化（Digitalization）」に、「電化（Denka）」を加えた

「3D＋D」という新たな潮流に直面することが想定されます。

こうした変化にも先んじて対応し、グループ総合力を発揮

して新たな価値を創出することで、エネルギー分野におけ

る日本のリーディングカンパニーとしての地位を揺るぎ

ないものにしたいと考えています。

　具体的には、原子力発電と再生可能エネルギーを

「両輪」とし、気候変動問題への対応をはじめとした環境

負荷の低減をリードしていくとともに、エネルギー分野以外

の事業領域においても、新たな事業・サービスの創出に

努めます。そしてこれらの取組みの原動力として全社を

挙げて、デジタルトランスフォーメーション（デジタル技術の

活用による企業変革）を実現することで「持続可能な未来

社会の実現を支える共通基盤」の主要な担い手として、お客

さまや社会のさまざまな課題解決のお役に立ち続けて

まいります。

　当社グループは、本計画のキーフレーズ「将来を見据え、

一歩先へ。FORWARD!!!」を胸に、お客さまや社会に新たな

価値をお届けできる企業グループとして、たゆまぬ前進を

続けてまいります。

みなさまには、今後とも、変わらぬご支援、ご鞭撻を賜り

ますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

まごころと熱意を込めて、
みなさまのご期待にお応えしてまいります。

関西電力グループについて　ごあいさつ
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取締役会長 取締役社長
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その他 7%

総合エネルギー事業

電源構成［電源別需給実績］

発電設備容量［電源別内訳］

新エネルギー等 
4％

火力

水力

原子力

新エネルギー

1,696.6万kW

823.0万kW

657.8万kW

1.1万kW

（11ヵ所）

（152ヵ所）

（3ヵ所）

（3ヵ所）

揚水 1％

一般水力
10％

石油 2％

関西電力グループについて　プロフィール

これまで培った技術等を活かし、従来の電気・ガス事業から、新たなエネルギー領域にまで事業領域を拡大し、総合エネルギー
事業全体での最適化に向けた取組みを加速することで、エネルギー分野における日本のリーディングカンパニーとしてゆるぎ
ない地位の確立をめざします。

エネルギー分野における
日本のリーディングカンパニーとして
ゆるぎない地位の確立をめざします。

電気事業
燃料の柔軟かつ安定的な調達や、

多様な電源をバランスよく組み合わ

せた発電により、お客さまに電気を

安定してお届けするとともに、暮らし

に役立つサービスなどを提供して

います。

ガス事業

原子力
22％

石炭
18％

液化天然ガス
（LNG）
37％

工場、商業施設のお客さまに加え、

2017年4月からは、ご家庭や商店等

のお客さまに向けて、都市ガスを販売

しています。

（2019年5月末時点）
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音沢 音沢 
新黒部川第三 新黒部川第三 

黒部川第四 黒部川第四 

下小鳥 下小鳥 

丸山 丸山 

読書 読書 
木曽木曽

喜撰山 喜撰山 

南港 

美浜 

大飯 大飯 

高
浜 

堺港 
堺太陽光

関空エネルギーセンター関空エネルギーセンター

多奈川第二 多奈川第二 

赤
穂
相
生

姫
路
第
二

姫
路
第
一

奥多々良木 奥多々良木 

大河内 

嶺南 嶺南 

南京都 南京都 西播

新生駒 新生駒 

信貴 信貴 

能勢 能勢 

御坊 

猪
名
川

北
摂

新綾部 新綾部 

西京都 西京都 

山崎 
東近江 東近江 

東大和 東大和 

紀北 

直流
　2
50k
V

舞
鶴

宮津

奥吉野 奥吉野 

京北 京北 

紀の川 紀の川 
金剛金剛

主要水力発電所

関西エリア

火力発電所
原子力発電所

主要変電所
主要太陽光発電所

主要開閉所

他社連系点

交直変換所
主要送電線
（500kV）

凡 例 凡 例 

送配電事業

関西電力の主要電力系統

送配電事業の中立性・公平性を確保し、安全に安定した電気を低廉な価格でお客さまにお届けし続けるとともに、安心して
お使いいただける魅力ある系統利用サービスをコアに、さらなる成長をめざすべく未来を切り拓く新たなサービスを創出し、
地域社会と共に発展していきます。

安定供給の確保とともに、
新たなサービスを創出し、地域社会と共に
発展していきます。

中立・公平な立場で安定供給を確保

するため、エリア全体の需給バランス

の維持や、送配電設備の建設・保守を

おこないます。
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●

●●

ラオス ナムニアップ1水力

タイ
ロジャナ火力

台湾 国光火力
台湾 名間水力
フィリピン サンロケ水力

オーストラリア
ブルーウォーターズ火力

●
シンガポール
セノコ火力

インドネシア
ラジャマンダラ水力

インドネシア
タンジュン・ジャティB火力

●●

●
●

フィリピン 
ニュークラークシティ
配電・小売事業

●

20年以上の国際事業で得た経験・知見を活用し、アジアや欧米など世界11ヵ国で、発電や送電のプロジェクトに参画。開発途上国

では、電力インフラ整備等のコンサルティングやワークショップなどを通じ、国際協力・貢献活動を展開してきました。欧米やアジアに

設置した海外拠点も活用し、新たな事業機会の創出にも取り組みます。

国際事業

米国 ヒッコリーラン火力

米国 エンパイア火力

米国 ウェストデプト
フォード火力

●
●
●

火力発電
水力発電
風力発電

■
■
国際連系線
配電・小売事業

ノイコネクト英独連系線ノイコネクト英独連系線

英国 モーレイイースト洋上風力英国 モーレイイースト洋上風力

英国 トライトンノール洋上風力英国 トライトンノール洋上風力

アイルランド 
エヴァレイアー風力
アイルランド 
エヴァレイアー風力

●

●

万kW280.7

11ヵ国 18プロジェクト

出資割合分発電容量

海外電力プロジェクト

関西電力グループについて　プロフィール

事業参画地域に根を張りながら、高い付加価値
を創出し、グローバルに事業展開します。

SDGs・ESGや脱炭素化という世界的な潮流により、電力のビジネスモデルが変革し続けるいま、こうしたエネルギービジネス
の変化を迅速かつ的確にとらえ、新たな事業領域および事業機会を拡大していきます。

●
●

●

海外拠点設置場所
●ニューヨーク
●パリ
●アムステルダム
●バンコク
●ジャカルタ

●

●

インドネシア　ラジャマンダラ水力

米国 セントジョセフ
2号火力

2019年6月末時点

2019年6月末時点
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万件約

約

164

情報通信事業 生活・ビジネスソリューション事業

お客さまのニーズに応じた幅広いメ

ニューを迅速に取りそろえ、AIやIoTなど

のデジタル技術を活用して、家庭向け、

企業向けに総合的な情報通信サービス

を提供しています。

ホームセキュリティやヘルスケア、人材

派遣など、生活とビジネスのさまざまな

シーンで、お客さまの安心・快適・便利

な毎日をサポートするサービスを提供

しています。

お客さまの住まいやビジネス、日常生活

の身近な存在として、省エネルギーに配

慮したマンションやビルの開発をはじ

めとする不動産関連サービスを提供し

ています。

2019年3月末時点

万件110 7
携帯電話サービス「mineo」契約件数

2019年3月末時点

戸1,758
「シエリア」ブランド住宅供給戸数

「シエリア」ブランド住宅供給開始（2016年度）
から2018年度までに竣工した分譲マンションの
戸数と宅地造成の完了した戸建の戸数の合計

プロジェクト

海外事業への参画

初の海外不動産事業進出（2017年度）から
2018年度までに出資を実行したプロ
ジェクト数

FTTHサービス「eo光」契約件数

情報通信、生活・ビジネスソリューション事業
によるさらなる成長を追求します。

情報通信事業では、顧客基盤強化と付加価値サービス創出により、全国のお客さまに選ばれる情報通信事業者をめざします。
また、生活・ビジネスソリューション事業では、さまざまなお役立ちサービスの提供により、当社グループへの信頼醸成とグループ
収益拡大に貢献します。うち、不動産事業では、賃貸・分譲・フィービジネスをバランスよく組み合わせ、あらゆる不動産ニーズに
お応えする「総合不動産事業グループ」をめざします。
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200
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0
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ROE ROA

3.3

1株当たり当期純利益 配当金

128.83

50.00

2018/3

170.01

35.00

2015/3 2016/3 2017/3

–166.06

0.00

157.59

0.00

157.58

25.00

総資産 純資産

営業収益 営業利益

営業収益／営業利益 経常利益

総資産・純資産・自己資本比率

1株当たり当期純利益・配当金

親会社株主に帰属する当期純利益

ROE・ROA

自己資本比率

2,048

2018/3

31,336

2,275

2015/3 2016/3 2017/3

–786

30,113
32,459

2,567

34,060

2,177

69,850

14,727

2018/3

20.8

77,43377,433

10,60210,602

74,12474,124

12,01812,018

68,531

13,446

2015/3 2016/3 2017/3

19.3

15.9
13.4

2018/3

10.9

3.7

2015/3 2016/3 2017/3

11.3
12.7

–13.3

3.43.9

–0.7

関西電力グループについて　財務・非財務ハイライト
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非財務

2019/3 2019/3

2020/3予定2019/3

2018/3 2019/3

400

20

10

0

（分）
150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

0

200

160

120

80

40

0

販売電力量 販売ガス量（LNG換算（ガス・LNG合計））

117,826117,826

121121

2018/3

115,244115,244

97

2015/3 2016/3 2017/3

121,500127,516127,516
134,490134,490

717172727474

（百万kWh） （万t）

（万kW）
500

400

300

200

100

0

2015/3 2016/3 2017/3 2018/3

366.0366.0 366.7366.7 372.1372.1 372.4372.4 387.9387.9
363.0363.0

2.0

1.6

1.2

0.8

0.4

0

全国平均

0.290.29
0.430.43

1.831.83

（％）

女性役職者数
女性役職者比率 女性比率（事務）

女性採用者数（事務）
女性比率（技術）
女性採用者数（技術）

2015/3 2016/3 2017/3

0.280.28
0.180.180.210.21

1.611.611.661.66 1.63

➡P47 ➡P78

➡P57、58

➡P68、80 ➡P70、80

当社

お客さま1軒当たりの年間停電時間の推移

女性役職者数と女性採用者数

小売販売電力量と販売ガス量

再生可能エネルギー電源設備容量（累計）

災害度数率

電気だけでなく、ガスもお届けする総合エネルギー事業者として、お客さま
からお選びいただける商品・サービスをお届けします。

電力系統の確実な運用、最適な設備形成、事故の再発防止に徹底して取り
組んでおり、当社送配電事業における電気の品質は、大規模な自然災害を
除いては、世界トップレベルを維持しています。

「低炭素」のリーディングカンパニーとして、国内外の再生可能エネルギー電源
の設備容量2030年代600万kWを目標に、200万kW以上の新規開発に取り
組んでいきます。

災害が発生した場合は、調査・分析結果を踏まえて再発防止対策を策定し、
全社に水平展開することで「災害ゼロ」をめざしています。

2019/3

（万t-CO2）
8,000

6,000

4,000

2,000

0

0.8

0.6

0.4

0.2

0

CO2排出量〔調整後〕

3,900※3,900※

0.33※0.33※

（kg-CO2/kWh）

CO2排出係数〔調整後〕 ※ 暫定値

➡P56、57、78、79CO2排出量とCO2排出係数

安全を最優先とした原子力発電所の運転に向けた取組みをはじめ、再生可能
エネルギーの開発・普及、火力発電所の熱効率の維持・向上を図るなど、お客
さまにお届けする電気の低炭素化に努めています。

2018/3

4,8224,822
0.4180.418

2015/3 2016/3 2017/3

5,989

0.4930.4930.4960.4960.5230.523

6,3316,331
7,0297,029

2018/32015/3 2016/3 2017/3

54455

15
台風21号
のため

台風21号
のため 397397

●インドネシア・ラジャマンダラ
水力発電所運転開始

●ラオス・ナムニアップ１水力発電
プロジェクト運転開始予定

●インドネシア・ラジャマンダラ
水力発電所運転開始

●ラオス・ナムニアップ１水力発電
プロジェクト運転開始予定

1.661.66

2019/3 2019/4

120

100

80

60

40

20

0

50

40

30

20

10

0

2.12.1

112112

1818

2323

（人）
40

32

24

16

8

0

（人） （％）
3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

（％） 女性採用者数と構成比女性役職者数と構成比

女性従業員のさらなる活躍に向け、女性役職者比率および事務系・技術系それ
ぞれの女性採用比率について目標値を設定し、取組みを推進しています。

2018/3

1.91.9

106106

2017/3

1.61.6

90 37.537.5

2018/4

2121
17

2017/4

42.944.7

2727 2727

10.3 10.0

8.48.4

〔連結〕
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